






























































































































































基礎表のセル（t, k）が与える実際の居住者数 Ptk の期待度数 E(Ptk
 
)に対
する比によって居住者数の標準化データ，
が得られ，上記 E(Ptk
 
)の数理モデルを代入して，
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として定式化される標準化データを年齢別・築年数別居住特化係数（以
下，居住特化係数，あるいは単に特化係数）と呼ぶこととする。
（２）居住特化係数の意味づけ
居住特化係数 Stk は，域内の全居住者から各年齢と各築年数に対して想
定される居住者の期待度数と実際の居住者数との比として与えられる。特
化係数が１を上回る場合，期待度数よりも実際の居住者数が大きいことを
示し，特化係数が１未満の場合は当該年齢・築年数に関して平均以下の居
住者数が観測されていることを意味する。
したがって，特化係数の１からの乖離の程度を見ることで，年齢と築年
数分布の偏りを除去した年齢別・築年数別の純粋な居住プレゼンスを抽出
することができる。
４．居住特化係数の算出結果と居住特化係数マトリックス
（１）居住特化係数の算出結果
図４は基礎表から求めた10,100セルの居住特化係数を0.1刻みで集計し
たヒストグラムである。特化係数0は該当するセルでの居住者数0名を意味
し，セル全体の7.2％にあたる735のセルがある。最大個数は特化係数0.7超
0.8以下の935のセルで，特化係数0を除けば，最大個数を頂点にほぼ一峰性
の形を成す。基本統計量は，中央値0.87，平均値1.12，標準偏差1.30，歪
度9.65，尖度173.25となっている。
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（２）居住特化係数マトリックス
居住特化係数を年齢別・築年数別にクロス集計した101×100のマトリッ
クスが図５である。特化係数が1.0より大きい値のセルに彩色し，濃淡で数
値の大きさを表している。白色部は特化係数が0超～1以内を表す。特化係
数0となるセルには『－』を表示した。
図４　居住特化係数別ヒストグラム
図５　居住特化係数マトリックス
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５．居住特化係数マトリックスに見られる居住行動の諸特徴
（１）居住特化係数の強弱と安定度
最も高い特化係数は居住者年齢97歳，築98年目（1914）の37.26である。
高い値から上位3％以内に入る特化係数3.3を超えるセルは282あり，そのう
ちの97％にあたる273のセルが，居住者年齢81歳以上，または，築66年目
（1946）以上の場合に記録されている。最も低い値である特化係数0（居住
者数0人）についても735のセルのうち727が年齢81歳以上，または，築66
年目（1946）以上の場合に出現する。当該領域の年齢別・築年数別の4,885
のセルうち約20％にあたる1,000のセルで特化係数3.3超，或いは，特化係
数0となっており，振れ幅が大きい極端な値となっている。この原因として
は築65年目の居住者が500人を超えるのに対して，築66年目 212人，築67年
目301人など，古い建物の居住者数が小さい値となっているため標準化し
た値が不安定な結果となると考えられる。その結果は，図５の居住特化係
数マトリックスの81歳以上，または，築66年目（1946）以上の領域で特化
係数が高い値を示す黒色と，値0を示す『－』が混じり合っている状況に表
れている。
（２）年齢80才以下，築65年目より新しい領域の観察
上記領域以外の80歳以下で築65年目（1947）より新しい領域では，居住
者数が多く，マトリックス上の漸移した色調からは標準化処理によって安
定した結果が得られている。
マトリックス内の同領域を俯瞰して観ると右斜め上方に伸びる2列の平
行した帯状領域が確認でき，居住者年齢と築年数の間に何らかの関係が在
ることを推認させる。下段の帯状領域中，最も左下に位置する0歳に注目す
ると築1年目（2011）～築3年目（2009）までは特化係数が3.3を超える高い
値を示す。築4年目（2008）からは2.3まで値を下げるものの築6年目（2006）
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までは2.0と高く，その後は徐々に減衰しながら築12年目まで1.0以上の値
を示す。新築である築1年目（2011）から見ると0～3歳までは特化係数が
3.3を超え，4～6歳でも2.0を超える高い値である。それらの領域を基点と
して右斜め上方へ特化係数の高い帯状領域が延伸し徐々に値が小さくなり
色調は薄くなっている。下段の帯状領域の特化係数について，0歳で築1年
目（2011）を基点として，年齢と築年数に1年ずつ加算した組み合わせ集
団（1歳で築2年目，2歳で築3年目…）を観ると，25歳で築26年目（1986）
までは1.0を超える値を示し，26歳で築27年目（1985）以降（27歳で築28年
目（1984）を除き）の特化係数は1.0を下回る。
同様にして上段の帯状領域について観ると，築1年目（2011）の新築に
居住する28～35歳の年齢では，特化係数が2.0を超える高い値（1.9の29歳
を除く）を示し，この領域を基点として右斜め上方へ45度の傾きで延伸し
ている。
これら二本の帯状領域は，ほぼ並走していることから，親子の居住状況
を表していると考えられる。そうであるならば，新築家屋の多くには，出
産・子育て世代が居住し，その選択時期の多くは，親が28～35歳，子供が
6歳以下であることを示している。さらに，0歳児で築6年目（2006）まで
の特化係数は2.0を超える高い値を示していることから，新築家屋に定住化
後，6年目までは出生数が多い傾向にあることも読み取れる。
また，子供の居住状況を表す下段の帯状境域の変遷からは，子供が成長
し20代半ばを過ぎると大半が親元から離れ，次の出産・子育て世代として
新築物件を選択するという循環を推認させる。親の居住状況を表す上段の
帯状領域からは，新築物件に居住した後，人生の終末を迎えるまで住み続
ける傾向が強く，その場所を選定する時期については，子供が小学校入学
前の6歳に至るまでにほぼ決しているということもわかる。
さらに，図５で特化係数の高い帯状領域が二本に限られることは，出産・
子育て世代の多くが核家族世帯であり，三世代同居が傾向として少ないこ
とを示している。
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以上，年齢別・築年数別居住者数のクロス集計結果から年次毎に異なる
出生数や建築棟数等の偏りを標準化により除却し，居住特化係数を用いて
得られた人口動向の特徴についてまとめると，
①新築家屋の多くは，出産・子育て世代が居住者（核家族）である。
②新築家屋の選択時期は，親が28～35歳，子供が6歳以下で多くなって
いる。このことは小学校入学前までに新築家屋への居住を決する傾向
が強いことを示している。
③新築家屋に居住後，6年目までは出生数が多いことから，出生行動と建
物居住に係わる特性について観測している可能性がある。
④新築家屋を選択した親世代は，人生の終末を迎えるまで居住し続ける
傾向が強い。
⑤親世代が人生の終末を迎えるまで定住する場所の選定は，第一子が小
学校入学前までに決する者が多いことを②と④から得られる。
⑥新築家屋での出産・子育て世代とその親（子供から見て祖父母）との
三世代同居や，出産・子育て世代の生家（子供から見て祖父母の家）
での三世代同居については，マトリックス状の二本の帯状領域に並走
する三本目の帯が観測されないことから傾向として少ない。
６．むすび
新潟市がオープンデータとして提供している基礎表，2011年現在の年齢
別・築年数別居住者数のクロス集計結果は，その作成の原データである住
民基本台帳人口の年齢情報に建物情報を統合することによって初めて明ら
かにできる情報となっている。
ただし，年次毎の出生数や建築棟数にはばらつきがあり，基礎表が示す
居住者数は，それらの影響についても同時に反映している。このため，原
計数である居住者数を標準化し，年齢と築年数分布の偏りを除却した居住
特化係数を評価することで，基礎表では潜在化していた住民の居住行動に
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見られる特徴を明らかにすることができた。
以下に今回の分析により明らかとなった幾つかの知見から得られる政策
的含意や今後の研究課題について若干の指摘をすることで本稿のむすびと
したい。
まず，今回の分析により得られた知見の政策的含意については，都市計
画における住宅用地のあり方についてである。都市計画分野では，住宅用
地の確保を目的とした適正な市街化区域の面積算出にあたり総人口を指標
とした人口フレーム方式が用いられている。その計算スキームによれば，
人口減少社会では市街化区域の拡大を必要としない。
しかしながら，新たな住宅用地を求めている者の多くは出産・子育て世
代であり，既成市街地の空家，空地が当該世代の求める住環境と一致しな
ければフレーム内に住宅用地としての空隙は存在せず，人口減少下でも途
切れることなく出現する出産・子育て世代の需要を満たすことはできない。
もし，地方自治体が人口フレームによる市街地拡大を総人口の減少を理
由として抑制し，既成市街地からも充分な用地が供給されないのであれば，
住宅用地に余力を持つ近接自治体への出産・子育て世代の流出や当該自治
体内で出生数を否定する側への影響を生じさせる可能性がある。
すなわち，地方自治体が人口増加を政策目標として掲げて都市間競争に
勝利することを目指すのであれば，出産・子育て世代が求める住環境を提
供する枠組みの整備が，転出の抑制，転入の促進，及び，出生数の押し上
げ効果を期待し得る政策のひとつとして考えられよう。
ただし，市街化区域拡大に偏重した政策は，都市の無秩序な開発や，行
き過ぎた農地転用を生じさせる可能性があり，都市経営全体としては負荷
の方を大きくしてしまう恐れがある。このため政策実行にあたっては客観
情報に基づく各種影響評価を実施したうえで，トレードオフを考慮した慎
重な政策判断が求められることは言うまでもない。
なお，今回の分析では以下の課題が残されている。
そのひとつは，今回分析対象とした年齢別・築年数別居住者数のクロス
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集計結果が2011年現在の新潟市という特定の時間と領域を切り取った情
報であり，分析結果として得られた一連の知見がどの程度の普遍性を持つ
ものであるかが必ずしも確認できていないということである。この点を明
確にするためには他の地域，あるいは他の時間面での検討が必要である。
もうひとつは，高年齢や古い建物を示す築年数のセル群では標準化によ
る居住特化係数のばらつきが強く検出される結果となった点についても今
後の検討課題としたい。
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